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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

隣
保
館 

 

隣保館等

施設整備

事業 

市
町
村 

 

生活環境等の安定向上を

図る 必要のある 地域の住

民の福祉の向上を図る た

め、 隣保館の新設、 増築

及び改築事業並びに設備

の整備 

 

国間 

 

補助対象

事業費の

1/2 

 

県複 

 

補助対象

事業費の

1/4 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

 

 

＜補助対象事業費＞ 

本体工事費、 特殊付帯工事費、 解体撤去工事費及び仮設施設整備

工事費 

 

地方改善施

設整備費補

助金交付要

綱 

 

人権推

進課 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

 

文化財保

存事業 

市
町
村 

 

重要文化財（ 建造物・ 美

術工芸品） 修理、 防災、

公開活用事業 

 

 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

 

( 過疎地

域の場合

は 65％、

また、 特

定市町村

に係る 補

助率かさ

上げの経

過措置あ

り 。 )  

 

 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

次に揚げる 事業と する（ ※事業施工上必要な調査事業を含む。 ） 。

なお、 （ 1） ウ（ イ ） ～（ エ） については、 保存活用計画を策定し て

いる 場合についてのみ、 補助対象と なる 事業と する 。  

( 1)  建造物 

ア 修理事業 

( ｱ)  解体修理、半解体修理、屋根葺替、塗装修理、部分修理、

移築修理 

( ｲ)  災害復旧工事 

イ  管理事業 

( ｱ)  警報設備、 消火設備、 避雷設備、 防盗、 防犯設備、 避難

設備の設置工事 

( ｲ)  鳥獣虫害防除、 危険木診断及び危険木対策工事 

( ｳ)  耐震診断 

( ｴ)  先端技術活用調査 

( ｵ)  災害復旧工事 

ウ  公開活用事業 

( ｱ)  保存活用計画の策定 

( ｲ)  重要文化財建造物の公開活用に資する 設備（ 便益、展示 

及びこ れに伴う 管理に供する も の（ 内装を含む。 ） ） の整

備 

  ( ｳ)  重要文化財建造物の公開活用に資する 付属施設（ 便益、  

   展示及びこ れに伴う 管理に供する も の） の整備 

( ｴ)  重要文化財建造物の公開活用に資する 案内設備・ 情報機 

器の整備 

( 2)  美術工芸品 

ア 修理事業 

( ｱ)  修理（ 剥落、 腐蝕防除工事等を含む。 ）  

( ｲ)  その他保存のために必要なも の（ 保存箱、 台座等） の新

調及び修理工事 

( ｳ)  災害復旧工事 

イ  管理事業 

( ｱ)  建造物の管理事業に準ずる 工事 

( ｲ)  美術工芸品を直接保護する ための未指定建造物の屋根

葺替、 及び修理工事（ 保存庫を造った場合の経費の範囲内

でなさ れる 工事）  

( ｳ)  免震台・ 免震装置設置工事 

( ｴ)  災害復旧工事 

  ウ  公開活用事業 

( ｱ)  保存活用計画の策定( 策定後に修理事業を行う も のに限

る ) ※ただし 、 特に認めたも のに限る  

 

 

文化財保護
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補 助 金 
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地 方 債 

 

 

交 付 税
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説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘要 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

 

文化財保

存事業 

市
町
村 

 

登録有形文化財（ 建造

物・ 美術工芸品） 修理等

事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

 

( 過疎地

域の場合

は 65％、

また、 特

定市町村

に係る 補

助率かさ

上げの経

過措置あ

り 。 )  

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

Ⅰ 建造物 

( 1)  保存修理に係る 設計監理事業 

次のア～ウ に掲げる いずれかに該当する 登録有形文化財建 

造物の保存・ 活用の模範と なる も ので， こ れら の登録有形文化 

財建造物の保存修理に係る 設計監理事業 

ア 各地の歴史的景観を活かし たまちづく り に資する も の 

イ  各地の特色ある 伝統的建築文化の技術・ 意匠などの伝承に

資する も の 

ウ  身近な地域づく り や地域振興に資する も の 

( 2)  公開活用事業 

  登録有形文化財建造物の公開活用に係る 事業。なお＜事業内

容＞（ 2） イ ～オについては、 保存活用計画を策定し ている 場

合にのみ補助対象と なる 事業と する  

( 3)  災害復旧事業 

Ⅱ 美術工芸品 

( 1)  管理事業 

 ( 2)  公開活用事業 

 

＜事業内容＞ 

Ⅰ 建造物 

( 1)  保存修理に係る 設計監理事業 

次に掲げる 登録有形文化財建造物の修理工事又はこ れにと

も なう 建物附属設備の設置改修工事に係る 設計監理事業（ こ れ

ら の工事施工上必要と なる 事前調査等の事業を含む。 ）  

ア 修理工事 

( ｱ)  解体修理、 半解体修理， 屋根葺替， 外観（ こ れと と も に

価値を形成する 内部を含む。 ） の部分修理， 塗装修理， 構

造補強等 

( ｲ)  上記の災害復旧工事 

イ  建物附属設備の設置改修工事 

( ｱ)  空調設備，給排水設備，電気設備，警報設備，消火設備，

避難設備， 避雷設備， 防犯設備等で， 建造物に密接に関わ

る 諸設備の設置及びそれら の改修工事 

( ｲ)  覆屋， 保護柵， 擁壁等， 建造物の保存に必要な施設の設

置及び改修工事 

( ｳ)  上記の災害復旧工事 

( 2)  公開活用事業 

   次のア～オに掲げる も の 

ア 保存活用計画の策定 

イ  登録有形文化財建造物の公開活用に資する 設備（ 便益， 展 

示及びこ れに伴う 管理に供する も の（ 内装を含む。 ） ） の整 

備 

ウ  登録有形文化財建造物の公開活用に資する 付属施設（ 便 

益、 展示及びこ れに伴う 管理に供する も の） の整備 

エ  登録有形文化財建造物の公開活用の安全性確保に必要な防 

災設備等の整備及び耐震対策工事 

オ 登録有形文化財の公開活用に資する 案内設備・ 情報機器の 

整備  

( 3)  災害復旧事業 

    別に定める  

Ⅱ 美術工芸品 

( 1)  管理事業 

    災害復旧と し ての資料整備事業 

( 2)  公開活用事業 

  保存活用計画の策定 
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要綱 

 

登録有形文
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物・ 美術工

芸品） 修理

等事業費国

庫補助要項 

 

文化財
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国 庫 
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県補助金 

他 

 

 

地 方 債 
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摘 要 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

  

文化財保

存事業 

市
町
村 

 

重要伝統的建造物群保存

地区保存等事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

 

( 過疎地

域の場合

は 65％、

また、 特

定市町村

に係る 補

助率かさ

上げの経

過措置あ

り 。 )  

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

( 1)  保存地区保存事業 

保存地区の保存のため市町村が自ら 行う 事業又は所有者等の 

行う 事業に対し 市町村がその経費を補助する 事業で次に掲げる  

事業と する 。  

① 伝統的建造物群を構成し ている 建築物その他の工作物（ 以 

下「 伝統的建造物」 と いう 。） の修理事業のう ち、 それら の 

増築、 改築又は移転で当該伝統的建造物群の特性を維持する  

ため特に必要なも の。  

② 伝統的建造物の外観（ こ れと 密接な関連を有する 内部を含 

む。） に係る 修理事業のう ち、 その修繕又は模様替えで当該 

伝統的建造物群の特性を維持する ため特に必要なも の。  

③ 伝統的建造物以外の建築物その他の工作物（ 以下「 建築物 

等」 と いう 。） の修景事業のう ち、 それら の新築、 増築、 改 

築、 移転又は除却で当該保存地区の歴史的風致の維持のため 

特に必要なも の。  

④ 建築物等の外観（ こ れと 密接な関連を有する 内部を含む。） 

に係る 修景事業のう ち、 その修繕又は模様替えで当該保存地 

区の歴史的風致の維持のため特に必要なも の。  

⑤ 保存地区内の自然物及び土地の復旧事業又は修景事業で 

当該保存地区の歴史的風致の維持のため特に必要なも の。  

⑥ 保存地区内における 建造物等の安全性確保に必要な耐震 

診断。  

⑦ 保存地区内における 建造物及びその他の物件の管理のた 

めに必要な環境保全事業及び防災施設、 標識、 説明板等の施 

設設備を整備する 事業又は保存地区の防災性能の向上のた

め実施する 災害シミ ュ レーショ ン解析等の先端技術を活用

し た事業で当該保存地区の保存のために特に必要なも の。  

⑧ 伝統的建造物及びその敷地又は保存地区内の土地及び建 

築物で、 当該保存地区の保存のために特に買上げが必要なも  

の。  

( 2)  保存地区公開活用事業 

保存地区の公開活用のために市町村が自ら 行う 次に掲げる 事 

業と する 。 ただし 、 ①については、 所有者等が行う 事業に対し  

市町村がその経費を補助する こ と も 可能と する 。  

① 保存活用計画の策定 

② 保存地区内の建造物の公開活用に資する 設備（ 便益、 展示 

及びこ れに伴う 管理に供する も の（ 内装を含む。）） の整備 

③ 上記②に伴う 外観（ こ れと 密接な関連を有する 構造部位等 

を含む。） の修理・ 修景工事及び敷地内の整備 

④ 保存地区内の公開活用に資する 付属施設（ 便益、 展示及び 

こ れに伴う 管理に供する も の） の整備 

⑤ 保存地区内の公開活用に資する 案内設備・ 情報機器の整備 

⑥ 保存地区の理解の促進に資する 情報発信事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

重要伝統的

建造物群保

存地区保存

等事業費国

庫補助要項 

 

文化財

室 

 

地域の特色ある 埋蔵文化

財活用事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

埋蔵文化財の公開活用のために行う 次に掲げる 事業 

( 1)  埋蔵文化財の公開及び整理・ 収蔵等を行う ために必要な設

備整備に係る 事業 

ア  埋蔵文化財センタ ー（ 埋蔵文化財の調査、 出土文化財等の

整理、 収蔵、 展示等を主と し て行う ために必要な施設） の収

蔵・ 防災及び展示・ 活用設備整備 

イ   埋蔵文化財の公開を目的と し た展示設備（ 埋蔵文化財展示

設備） の整備 

( 2)  埋蔵文化財の普及・ 啓発に係る 事業 

ア  案内板・ 説明板等の設置 

イ   公開活用のために必要な広報・ 資料の作成及び配信に関す

る 事業 

ウ   埋蔵文化財を理解する ための体験学習会・ 講演会・ シンポ

ジウ ム・ 公開講座等の公開・ 普及啓発事業 

エ  公開活用のために必要な台帳の作成・ 更新及び報告書が刊

行さ れた埋蔵文化財（ 出土品・ 記録類） の分類・ 再分類・ 収

納・ 再収納等 

オ  埋蔵文化財を理解する ために必要な模型等の製作 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

地域の特色

ある 埋蔵文

化財活用事

業費国庫補

助要項 

 

文化財

室 
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重
要
文
化
財
等
建
造
物 

  

文化財保

存事業 

市
町
村 

 

歴史活き 活き ！史跡等総

合活用整備事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

史跡等、 登録記念物、 歴史の道又は石垣等の保存活用のために行

う 次に掲げる 事業と する 。 なお、 （ 1） ②（ ただし 、 イ を除く 。 ） 及

び③、（ 2） ①（ ただし 、 環境整備等に必要な工事に係る 設計監理に

限る 。 ） については、 保存活用計画を策定し ている 場合についての

み、 補助対象と なる 事業と する 。  

( 1)   史跡等総合活用整備事業  

① 復旧（ 保存修理）   

ア  旧宅、 城郭等の建築物、 石垣等の復旧工事  

イ   庭園等の石組、 枯損木の伐採、 植栽、 整地、 給排水施設

等の工事  

ウ   古墳等の盛土、 石積等の工事  

エ  その他史跡等の保存上必要な復旧工事  

② 環境整備  

ア  史跡等及びその周辺地で行う 整地、 盛土、 雑木・ 雑草の

除去、 張芝  

イ   史跡等の管理に必要な標識、 説明板、 境界標、 囲い及び

その他の施設の設置工事  

ウ   史跡等及びその周辺地における 園池、 堀、 河川の浚渫、

給排水施設改修等環境保全のために必要な工事  

エ  史跡等及びその周辺地を理解さ せる ための照明施設設置

等の工事及び必要な休息施設、 便所等便益施設等工事  

③ 活用施設  

ア  史跡等の往時の姿をし のばせる 歴史的建造物の復元 

イ   史跡等の全体像を認識でき る よ う な模型等の製作や復元

的整備 

ウ   史跡等の実物遺構等を見る ために必要な保存展示施設の

設置 

エ  史跡等の野外観測等のための施設の設置 

オ  史跡等のオリ エンテーショ ン及びガイ ダンス、 体験・ 活

用等のために必要な施設の設置 

④ 防災対策  

ア  史跡等の重要な構成要素をなす建造物・ 復元建造物等に

ついて行う 警報設備、 消火設備、 避雷設備、 防盗・ 防犯設

備、 耐震設備の設置工事又は病害虫の防除等の措置 

イ   史跡等の重要な構成要素をなす建造物等についての耐震

診断  

⑤ 上記の災害復旧  

⑥ 上記工事等の実施に必要な措置 

ア  史跡等及びその周辺地における 遺構調査、 測量 

イ   整備基本計画の策定  

ウ   基本設計、 実施設計、 工事実施のための施工監理  

エ  工事等報告書の作成  

( 2)   登録記念物活用整備事業  

① 設計監理  

登録記念物の復旧（ 保存修理） 、 環境整備等に必要な工事

（ 上記( 1) ①～⑤に掲げる も のと 同様の工事） に係る 設計監理  

② 保存施設  

登録記念物の管理に必要な標識、 説明板、 境界標、 囲い及

びその他の施設の設置工事  

③ 上記の実施に必要な措置  

ア  登録記念物及びその周辺地における 遺構調査、 測量  

イ   工事等報告書の作成  

( 3)  歴史の道活用整備事業  

①  復旧（ 保存修理）   

ア  道の補修、 石畳・ 雁木・ 石積・ 橋梁等道の構造の復元 

整備工事及び並木の復元等、 道自体に関わる 整備工事  

イ   本陣、 茶屋・ 関・ 一里塚・ 宿場等道に関連する 遺跡の復

元整備工事  

② 環境整備  

歴史の道の情報発信設備、 休憩施設、 便所等便益施設等工

事、 歴史の道の管理に必要な標識、 説明板の設置工事  

③ 防災対策  

ア  警報設備、 消火設備、 避雷設備、 防犯設備の設置工事又

は病害虫の防除等の措置  

イ   耐震診断  

④ 上記の災害復旧  

⑤ 上記工事等の実施に必要な措置  

ア  歴史の道及び周辺地における 遺構調査、 測量  

イ   基本設計、 実施設計、 工事実施のための施工監理  

ウ   工事等報告書の作成  

( 4)   石垣等調査事業 

①  石垣等及び周辺地における 遺構調査、 測量 

②  調査報告書の作成 

( 5)   ( 1) ～( 4) の事業実施に伴い必要と なる 普及・ 啓発事業  

① 公開活用のために必要な広報・ 資料の作成及び配信に関る

事業  

② 史跡等を理解する ための体験学習会・ 講演会・ シンポジウ

ム・ 公開講座等の普及・ 啓発事業 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

歴史活き 活

き ！史跡等

総合活用整

備事業費国

庫補助要項 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

  

文化財保

存事業 

 

市
町
村 

 

史跡等購入 

 

国直 

 

補助対象

経費の

4/5 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

史跡等の保存のために行う 次に掲げる 土地の買上げ等（ 別に定め

る 基準によ り あら かじ め文化庁長官の承認を受けて、 地方公共団体

が先行取得に係る 地方債を償還する 事業を含む。 ） の事業 

( 1)   史跡等の重要な部分をなす地域にある 土地の買上げ等 

( 2)   史跡等の保存上、 遺構等と 一体化し て保存する 必要がある

地域で、歴史的環境の保護等から 特に重要な地域にある 土地の

買上げ等 

( 3)   史跡等の保存及び活用上、 整地、 修景、 復原等の環境整備

を行う こ と が特に必要と さ れる 場合で、当該地域を公有化し な

ければその実施が困難である 地域にある 土地の買上げ等 

( 4)   史跡等の環境保全及び天然記念物の保護増殖等のために特

に公有化が必要である 地域にある 土地の買上げ等 

( 5)   歴史上又は学術上の価値が極めて高く 史跡等に指定し て保

存する 必要がある と 認めら れる 記念物のう ち、 史跡等指定に

ついて所有者その他の権利者の同意が得ら れている 等指定を

行う こ と が確実な状況と なっている も ので、 当該地域を公有

化し なければ指定し 、 保存する こ と が困難である も のに係る

前各号に該当する 土地の買上げ等 

 

 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

史跡等購入

費国庫補助

要項 

 

文化財

室 

 

重要文化財等防災施設整

備事業 

 

国直 

 

補助対象

経費の

50％ 

 

( 過疎地

域の場合

は 65％

（ ただ

し 、 史跡

名勝天然

記念物及

び歴史の

道の事業

について

は除く 。)  

また、 特

定市町村

に係る 補

助率かさ

上げの経

過措置あ

り 。 )  

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

＜補助対象事業＞ 

次に掲げる 事業と する （ こ れら の事業施工上必要な調査事業を含 

む。 ） 。 ただし 、 重要文化的景観及び重要伝統的建造物群保存地区

の事業については、地方公共団体が自ら 行う 事業又は所有者等が行

う 事業に対し 地方公共団体がその経費を補助する 事業と する 。  

( 1)   防災施設 

ア  消火施設、 避雷施設、 警報施設、 防盗・ 防犯施設の設置工事 

（ 土木・ 建築工事であって、 施設と 一体的に整備さ れる も の 

に限る 。 ）  

イ   火除地設定、 消防道路設置、 防災倉庫等設置、 保護柵設置、 

覆屋( 保存庫を含む。 ) 設置( 増、 改築を含む。 ) 、 防火壁、 擁 

壁、 排水施設の設置工事 

ウ   耐震対策工事 

エ  災害復旧工事 

( 2)  保存活用施設（ 重要文化財（ 美術工芸品） 及び重要有形民 

俗文化財に限る 。 ）  

ア 耐火構造である 保存施設又は保存活用施設の設置工事（ 増 

改築を含む。 ）  

イ  アに伴い、 一体的に整備さ れる 展示設備、 解説用設備の設

置工事等 

ウ  アに伴い、一体的に整備さ れる 温湿度調整設備工事、擁壁、

排水施設工事等 

エ 災害復旧工事 

 

文化財保護

法 

 

文化財保存

事業費関係

補助金交付

要綱 

 

重要文化財 

等防災施設

整備事業費

国庫補助要

項 

 

 

文化財

室 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

重
要
文
化
財
等
建
造
物 

  

文化財保

存事業 

 

市
町
村 

 

観光拠点整備事業 

（ 高付加価値化さ れた文

化財への改修・ 整備促進

事業）  

 

国直 

 

補助対象

経費の

1/2 を限

度 

 

（ ただ

し 、 説明

欄（ 1）①、

③を除く

事業の補

助金の上

限額は原

則 1, 000

万円、（ 1）

①の事業

の補助金

の上限額

は原則 2

億円、（ 1）

③の事業

の補助金

の上限額

は原則

5, 000 万

円と す

る 。）  

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

＜補助対象事業＞ 

補助対象と なる 事業は、 （ 1） 又は（ 2） に加え（ 3） から （ 5） を

全て満たす事業 

（ １ ） ①イ から オ及び（ １ ） ③イ から ウ については、 保存活用計

画を策定し ている 場合に限る 。  

 

( 1)  文化財建造物、 記念物及び重要伝統的建造物群保存地区 

①  高付加価値化改修事業 

建造物を営利目的かつイ ンバウ ンド 誘客目的で活用する

ために必要な以下の工事等 

ア  建造物を活用する ために必要な保存活用計画の策定 

イ   建造物を活用する ために必要な便益、 展示及びこ れに伴う

管理に供する 設備（ 内装を含む。 ） 等の環境整備 

ウ   イ に伴い、 一体的に整備さ れる 防災工事（ 活用のための安

全性確保に追加的に必要と なる 性能の確保を図る も のに限

る 。 ）  

エ  建造物を活用する ために必要な便益、 展示及びこ れに伴う

管理に供する 付属施設の整備 

オ  建造物の軸部や小屋組等の構造に関わる 部位に影響を及ぼ

すこ と なく 、 外観及び公開範囲の仕上げに関わる 部位を健全

で美し い状態に回復する ための工事 

②  美観向上整備事業 

建造物の軸部や小屋組等の構造に関わる 部位に影響を及ぼす 

こ と なく 、外観及び公開範囲の仕上げに関わる 部位を健全で美し  

い状態に回復する ための工事 

 ③  活用環境強化事業 

ア 文化財建造物を活用する ために必要な保存活用計画の策定 

イ  建造物を活用する ために必要な便益、 展示及びこ れに伴う  

管理に供する 設備（ 内装を含む。 ） 等の環境整備（ 登録有形 

文化財建造物については、 活用のための安全性確保に必要な 

防災設備等の整備又は耐震対策工事を含む。 ）  

ウ  建造物を活用する ために必要な便益、 展示及びこ れに伴う  

管理に供する 付属施設の整備 

( 2)  美術工芸品 

①  美観向上整備事業 

      美術工芸品の特色である 素材の脆弱性によ り 、 活用に耐えら  

れない文化財に対し 、 埃払い、 カビの除去、 剥落止め等の応急 

的・ 緊急的な処置等を施すこ と で、 安全で適切な活用ができ る  

状態にする ための工事 

②  鑑賞環境基本整備事業 

ア  美術工芸品の公開活用に資する 保存活用計画の策定 

イ   ( 2) ①の工事を実施し た美術工芸品の鑑賞環境の改良・ 改 

善に資する 展示設備の整備 

ウ   ( 2) ①の工事を実施し た美術工芸品の鑑賞環境の改良・ 改 

善に資する 案内設備・ 情報機器の整備 

③  情報発信事業 

( 2) ①の工事を実施する こ と によ り 生成さ れる 新たな文化財 

情報及び工事情報の発信で、 ( 2) ①を併せて実施する も の 

( 3)   文化財は、 次の①から ③までに該当する も のと し て、 観光

振興事業費補助金交付要領別表で定める 市区町村又は訪日外

国人旅行者の来訪が増加する こ と が見込まれ、受入環境整備の

必要性が特に認めら れる 市区町村に存する も のと する 。  

① 訪日外国人旅行者の来訪が多い市区町村 

② 世界遺産、 日本遺産、 国営公園、 国立公園満喫プロ ジェ ク

ト を実施し ている 国立公園又は重要伝統的建造物群保存地区

等が所在する 市区町村 

③ 国際的なイ ベント 等の開催を予定し ている 市区町村 

( 4)   観光拠点整備計画において、外国人観光客の入れ込み数の目

標値及び計測方法を設定し ている こ と 。ただし 、有識者によ り

外国人観光客の入れ込み数の目標値及び計測方法の妥当性を

検証し 、適当でないも のについては、目標値修正等のう え条件

付き 採択を行う こ と と する 。 ( 1) ①の事業については、 地域の

観光の振興の推進を目的と する 観光関係団体又は地方公共団

体の観光振興担当部局等と 共同し て、観光拠点整備計画を作成

し ている こ と 。  

( 5)   Wi -Fi 、 多言語、 キャ ッ シュ レス 対応や洋式ト イ レ等の受け 

入れ環境の整備が出来ている 又は事業年度中に整備する 計画 

がある こ と と する 。  

 

文化財保護

法 

 

文化資源活

用事業費補

助金（ 観光

拠点整備事

業） 交付要

綱 

 

 

観光拠点整

備事業（ 高

付加価値化

さ れた文化

財への改

修・ 整備促

進事業） 国

庫補助要項 

 

文化財

室 

― 18 ―



 

施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

公
共
施
設
等 

 

地域脱炭

素移行・ 再

エネ推進

交付金 

（ 脱炭素

先行地域

づく り 事

業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

意欲的な脱炭素の取組を

行う 地方公共団体に対し

複数年度にわたり 継続的

かつ包括的に交付金によ

り 支援 

 

国直 

 

対象経費

の原則

2/3 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

＜交付要件＞ 

脱炭素先行地域に選定さ れている こ と  

（ 一定の地域で民生部門の電力消費に伴う CO2 排出実質ゼロ 達成

等）  

 

＜交付限度額＞ 

 1 計画あたり 5, 000, 000 千円 

 

＜対象事業＞ 

１  CO2 排出削減に向けた設備導入事業（（ 1） は必須）  

（ 1）  再エネ設備整備（ 自家消費型、 地域共生・ 地域裨益型）  
  地域の再エネポテンシャ ルを最大限活かし た再エネ設備の導入 

  ア 再エネ発電設備： 太陽光、風力、中小水力、バイ オマス  等 

  イ  再エネ熱利用設備/未利用熱利用設備： 地中熱、温泉熱 等 

（ 2）  基盤イ ンフラ 整備 

地域再エネ導入・ 利用最大化のための基盤イ ンフラ 設備の導入 

  ア 自営線、 熱導管 

  イ  蓄電池、 充放電設備 

  ウ  再エネ由来水素関連設備 

  エ エネマネシステム 等 

 ( 3) 省 CO2 等設備整備 

   地域再エネ導入・ 利用最大化のための省 CO2 等設備の導入 

  ア ZEB・ ZEH、 断熱改修 

  イ  ゼロ カーボンド ラ イ ブ（ 電動車、 充放電設備等）  

  ウ  その他省 CO2 設備（ 高効率換気・ 空調、 コ ジェ ネ等）  

２  効果促進事業 

  １ の事業と 一体と なって設備導入の効果を一層高める ソ フト  

事業等 

 

＜事業期間＞ 

 おおむね 5 年程度 

 

＜備考＞ 

 複数年度にわたる 交付金事業計画の策定・ 提出が必要（ 計画に位

置付けた事業は年度間調整及び事業間調整が可能）。  

 各種設備整備・ 導入に係る 調査・ 設計や設備設置に伴う 付帯設備

等も 対象に含む。  

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（ 地域

脱炭素移

行・ 再エネ

推進交付

金） 交付要

綱 

 

地球温

暖化対

策課 

 

地域脱炭

素移行・ 再

エネ推進

交付金 

（ 重点対

策加速化

事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

意欲的な脱炭素の取組を

行う 地方公共団体に対し

複数年度にわたり 継続的

かつ包括的に交付金によ

り 支援 

 

国直 

 

対象経費

の 1/3～

2/3、定額 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ 

 

 

 

＜交付要件＞ 

再エネ発電設備を一定以上導入する こ と  

（ 指定都市・ 中核市・ 施行時特例市： １ MW以上、その他市町村： 0. 5MW 

以上）  

 

＜交付限度額＞ 

 政令市・ 中核市・ 施行時特例市 1 計画あたり 1, 200, 000 千円 

 その他市区町村 1 計画あたり 1, 000, 000 千円 

 

＜対象事業＞ 

以下、 1～5 のう ち 2 つ以上を実施（ 1 又は 2 は必須）。 1、 5 に

ついては、 国の目標を上回る 導入量、 4 については国の基準を上

回る 要件と する 事業の場合、 単独実施を可と する 。  

１  屋根置き など自家消費型の太陽光発電 

 （ 例： 公共施設等の屋根等に自家消費型の太陽光発電設備を

設置する 事業）  

２  地域共生・ 地域裨益型再エネの立地 

 （ 例： 未利用地、 ため池、 廃棄物最終処分場等を活用し 、 再

エネ設備を設置する 事業）  

３  公共施設など業務ビル等における 徹底し た省エネと 改修時

等の ZEB化誘導 

 （ 例： 新築・ 改修予定の公共施設において省エネ設備を大規

模に導入する 事業）  

４  住宅・ 建築物の省エネ性能等の向上 

 （ 例： ZEH、 ZEH＋、 既築住宅改修補助事業）  

５  ゼロ カーボン・ ド ラ イ ブ※ 

 （ 例： 地域住民の EV購入支援事業、 EV公用車を活用し たカ

ーシェ アリ ング事業）  

  ※ 再エネと セッ ト で EV等を導入する 場合に限る  

  

＜事業期間＞ 

 おおむね 5 年程度 

 

＜備考＞ 

 複数年度にわたる 交付金事業計画の策定・ 提出が必要（ 計画に位

置付けた事業は年度間調整及び事業間調整が可能）。  

 各種設備整備・ 導入に係る 調査・ 設計や設備設置に伴う 付帯設備

等も 対象に含む。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（ 地域

脱炭素移

行・ 再エネ

推進交付

金） 交付要

綱 
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施
設
名 

 

 

事 業 名 
事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

公
共
施
設
等 

 

地域レジ

リ エン

ス・ 脱炭素

化を同時

実現する

公共施設

への自

立・ 分散型

エネルギ

ー設備等

導入推進

事業 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

災害・ 停電時に公共施設

へエネルギー供給が可能

な再生可能エネルギー設

備等の導入を支援 

 

国直 

 

対象経費

の 1/3～

2/3 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ  

 

 

 

＜補助対象＞ 

地方公共団体（ PPA・ リ ース・ エネルギーサービス 事業で地方公

共団体と 共同申請する 場合に限り 、 民間事業者・ 団体等も 可）  

 

＜対象事業＞ 

 平時の脱炭素化に加え、 災害時にも エネルギー供給等を可能にす

る ため、 公共施設※への再生可能エネルギー設備等の導入を支援 

※ 地方防災計画によ り 災害時に避難施設等と し て位置付けら

れた公共施設又は業務継続計画によ り 災害等発生時に業務を

維持する べき 施設 

    再生可能エネルギー設備、 熱利用設備、 コ ジェ ネレーショ

ンシス テム（ CGS） 及びそれら の附帯設備（ 蓄電池、 充放電設

備、自営線、熱導管等） 並びに省 CO2 型設備（ 高機能換気設備、

省エネ型浄化槽含む） 等を導入する 費用の一部を補助。  

  

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費補

助金（ 地域

レ ジリ エン

ス ・ 脱炭素

化を同時実

現する 公共

施設への自

立・ 分散型

エネルギー

設備等導入

推進事業交

付規程）  

 

 

 

 

 

 

 

 

地球温

暖化対

策課 

  

ZEB普及促

進に向け

た省エネ

ルギー建

築物支援

事業 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

地方公共団体の所有する

建築物に対し 、 ZEBの実

現に必要と なる 省エネ、

省Ｃ Ｏ ２ 性の高いシステ

ムや高性能設備機器等の

導入にかかる 費用の一部

を支援する 事業 

 

国直 

 

対象事業

費の 1/4

～2/3 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

※ハード

のみ 

  

＜補助対象事業＞ 

業務用建築物において、 Ｚ Ｅ Ｂ ※の実現に必要な省エネ・ 省Ｃ Ｏ

２ 性の高いシステムや高性能設備機器等の導入を支援する 。  

 

※ ZEB（ ゼブ： ネッ ト ・ ゼロ ・ エネルギー・ ビル）  

省エネによ って使う エネルギーを減ら し 、 再生可能エネルギ

ー等の導入によ って使う 分のエネルギーを創り 、 年間のエネル

ギー消費量を正味（ ネッ ト ） で ゼロ にする こ と を目指し た建物 

 

建築物等の

Ｚ Ｅ Ｂ 化・

省Ｃ Ｏ ２ 化

普及加速事

業 

（ 新築建築

物のＺ Ｅ Ｂ

普及促進支

援事業、 既

存建築物の

Ｚ Ｅ Ｂ 普及

促進支援事

業）  

公募要領 

 

地球温

暖化対

策課 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

浄
化
槽
等 

 

公共浄化

槽等整備

推進事業 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

地域を単位と し て浄化槽

の計画的な整備を図る た

め、市町村が設置主体 と

なって浄化槽の整備を行

う のに必要な費用を助成

する 事業 

 

※公的施設・ 防災拠点単

独処理浄化槽集中転換事

業の要件を満たす場合

は、 市町村が所有する 公

的施設の単独処理浄化槽

等を合併処理浄化槽に転

換する 費用も 助成対象 

 

国直 

 

交付対象

事業費の

1/3 

 

（ 離島地

域の場合

は 1/2）  

 

（ 環境配

慮・ 防災

まちづく

り 浄化槽

設置整備

事業の要

件を満た

すも のの

場合は

1/2）  

 

県複 

 

交付対象

事業費の

8. 6/60 

 

（ 宅内配

管工事

費、 単独

処理浄化

槽又はく

み取り 槽

の撤去に

必要な工

事費につ

いては

1/5）  

 

※浄化槽

改築事業

及び浄化

槽更新事

業は対象

外 

 

※公的施

設・ 防災

拠点単独

処理浄化

槽集中転

換事業は

対象外 

 

下水道事

業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（ 事業費

補正分

44％単位

費用算入

分 5％）  

 

＜交付対象事業費＞ 

工事費（ 本工事費、 付帯工事費） 及び事務費で算定方法は「 循環

型社会形成推進交付金交付取扱要領」 第７ の規定に準ずる 。  

 

＜事業の対象と なる 地域＞ 

 下水道法（ 昭和 33 年法律第 79 号） 第４ 条第１ 項又は同法第 25 条

の 23 第１ 項に基づき 策定さ れた事業計画に定めら れた予定処理区

域以外の地域であって、 浄化槽によ る 汚水処理が経済的・ 効率的で

ある 地域と し て、 環境大臣が適当と 認める 地域。  

 

＜交付対象範囲＞ 

 ( 1)  浄化槽設置事業 

市町村が浄化槽又は変則浄化槽若し く は共同浄化槽（ 市町村が

管理する も のに限る 。） を設置する 事業であって、 次のア又はイ

に該当する も のと する 。  

ア 単独処理浄化槽又はく み取り 槽を合併処理浄化槽に転換し

て設置する も のである こ と 。  

イ  上記ア以外の場合で、市町村が浄化槽によ る 汚水処理が必要

と 認めて設置する も のである こ と 。  

( 2)  浄化槽改築事業 

既設の浄化槽の改築に係る 事業であって、災害に伴い必要と な

った浄化槽を改築する も の、ま たは市町村が定める 浄化槽長寿命

化計画によ り 浄化槽を改築する も のである こ と 。  

( 3)  浄化槽更新事業 

既設の浄化槽の老朽化に伴う 更新を行う も のである こ と 。  

 

＜交付対象経費＞ 

( 1)  浄化槽設置事業 

浄化槽又は変則浄化槽若し く は共同浄化槽（ 市町村が管理する

も のに限る 。） の設置に直接必要な次の範囲と する 。  

ア 浄化槽本体費用及び本体の設置に必要な工事費（ 流入、 放流

に係る 管き ょ 及びますに係る 費用を除く 。）  

イ   単独処理浄化槽又はく み取り 槽から 合併処理浄化槽への転

換（ 既設の住宅等に設置さ れた単独処理浄化槽又はく み取り 槽

から 合併処理浄化槽への転換（ 水回り のリ フォ ームと 併せて実

施する 場合にも 対象と する ）） に係る アの工事に付帯する 宅内

配管工事費 

※ 宅内配管工事費と は、 浄化槽への流入管、 ま す及び住居

の敷地に隣接する 側溝ま での放流管の設置に係る 工事費を

いう 。  

※ 市町村が宅内配管工事の主体である 場合、 公共浄化槽等

整備推進事業実施要綱の適用と なる 。  

ウ  単独処理浄化槽又はく み取り 槽の撤去に必要な工事費（ 浄化

槽設置に当たり 撤去が必要な場合であって同一敷地内に浄化

槽が設置さ れる 場合に限る 。）  

エ 単独処理浄化槽から 浄化槽への転換によ り 使用を廃止する

単独処理浄化槽について洗浄・ 消毒等の公衆衛生上適切な措置

を講じ て雨水貯留槽等に再利用する ために必要な工事費 

オ 共同浄化槽に接続する ための流入管（ 公共ま すから 共同浄化

槽ま で接続する ための市町村が設置する 管き ょ 等をいう ）の整

備に必要な工事費（ 共同浄化槽を整備し た場合と 各戸で浄化槽

を整備し た場合の費用差額相当の金額を上限と する 。  

カ 高度処理型浄化槽の整備に必要な費用と 通常型浄化槽の整

備に必要な費用の差額（ 通常型浄化槽の設置を禁止し 、高度処

理型浄化槽のみで整備を 行う こ と ができ る 旨を市町村条例な

どで制定等の後５ 年間に限る 。）  

( 2)  浄化槽改築事業 

  浄化槽又は変則浄化槽若し く は共同浄化槽（ 市町村が管理する

も のに限る 。 ） の関係設備の改築に直接必要な工事費と する 。  

( 3)  浄化槽更新事業 

  浄化槽又は変則浄化槽若し く は共同浄化槽（ 市町村が管理する

も のに限る 。 ） の更新に直接必要な次の範囲と する 。  

 ア 浄化槽本体費用及び本体の設置に必要な工事費（ 流入、 放流

に係る 管き ょ 及びますに係る 費用を除く 。 ）   

イ  浄化槽更新事業に伴う 合併処理浄化槽の撤去に必要な工事費 

 

 

 

浄化槽法 

 

公共浄化槽

等整備推進

事業実施要

綱 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付要

綱 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付取

扱要領 

 

愛知県浄化

槽設置費補

助金交付要

綱 

 

水大気

環境課 
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補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 
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摘 要 

浄
化
槽
等 

 

公共浄化

槽等整備

推進事業 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

 

 

 

 

 

   

＜交付要件（ 共通） ＞ 

コ スト 縮減や経営改善に資する 「 ①PFI  等の民間活用、 ②大型浄

化槽によ る 共同化、 ③公営企業会計の適用」 を検討する も のと し 、

次のアから オの全てを満たすも のである こ と 。  

ア  浄化槽又は変則浄化槽若し く は共同浄化槽の工事着手までに

当該工事に係る住民から 浄化槽の設置及び便所等と の接続等につ

いて文書で承諾を得ているこ と  

イ  事業の全体計画において、 事業実施地域内の全戸に戸別（ 共

同住宅にあっては、当該共同住宅１ 棟をも って１ 戸と する 。） の

浄化槽又は変則浄化槽若し く は共同浄化槽を整備する 事業であ

る こ と  

※ 全戸に戸別で設置する よ り も 経済的・ 効率的である 場合

は、 事業実施地域の一部を 共同浄化槽（ 計画処理対象人員

100 人以内） で整備可能 

ウ   本事業によ り 整備さ れた浄化槽又は変則浄化槽若し く は共

同浄化槽については、 やむを得ない場合を除き 、 設置完了後１

年以内に便所、 台所、 風呂等と 浄化槽の間及び浄化槽と 放流先

の間を管き ょ で接続し 、 使用を開始する こ と  

エ  設置後の浄化槽又は変則浄化槽若し く は共同浄化槽の適正

な維持管理を 確実に確保する ための住民等の協力体制が整っ

ている こ と 。 また、 市町村は、 浄化槽又は変則浄化槽若し く は

共同浄化槽の管き ょ の接続状況を把握し 、未接続等の場合にあ

っては、 住民に対し 文書で接続を指導する 等、 その解消に努め

る こ と  

オ  市町村の公営企業と し て実施し 、本事業によ り 整備さ れた浄

化槽又は変則浄化槽若し く は共同浄化槽の維持管理について

は、 特別会計によ り 経理し 、 適正な料金の徴収が確実と 見込ま

れる も のである こ と  

 

＜環境配慮・ 防災ま ちづく り 浄化槽設置整備事業の要件＞ 

市町村が、 環境配慮型浄化槽（ 別に定める 消費電力基準に該当す

る も の） の整備を行う 際、 各年度の整備計画に基づき 、 浄化槽整備

区域内の特定の区域において、 以下のア及びイ の要件に該当する も

のである こ と 又はウ の要件に該当する も のである こ と 。  

ア 浄化槽処理促進区域に指定さ れた区域内での整備である こ

と 。  

イ  整備計画の（ 年度毎） 事業計画額のう ち６ 割以上が単独処理

浄化槽・ く み取り 槽から の転換である こ と 。 又は、 事業計画額

のう ち３ 割以上が単独処理浄化槽・ く み取り 槽から の転換であ

り 、 併せて地域防災計画に位置づけら れた施設に浄化槽も 整備

する こ と （ 共同浄化槽を設置する 場合は、 単独処理浄化槽・ く

み取り 槽から の転換と みなし て取り 扱う 。 ）  

ウ  浄化槽法附則第 11 条第１ 項に基づく 特定既存単独処理浄化槽

から の転換であり 、 次の（ ア） 及び（ イ ） の要件を満たすも の

である こ と 。  

（ ア） 特定既存単独処理浄化槽が設置さ れている 世帯が 65 歳以

上の２ 名以下の世帯であり 、 当該特定既存単独処理浄化槽の

使用者の所得が１ 名当たり 月収 15 万８ 千円以下である こ と 。 

（ イ ） 当該特定既存単独処理浄化槽の使用者が浄化槽法第 10 条

に基づく 保守点検及び清掃並びに同法第 11 条に基づく 法定

検査を前年度よ り 実施し ており 、 かつ、 同法に基づく 都道府

県等から の特定既存単独処理浄化槽に対する 措置に関する

指導等を遵守し ている こ と 。  

 

＜公的施設・ 防災拠点単独処理浄化槽集中転換事業の要件＞ 

市町村が所有する 公的施設の単独処理浄化槽について、 整備計画

期間中に計画的に合併処理浄化槽に転換する 事業計画を 定めて実

施する 事業である こ と 。 又は、 市町村の防災計画に定める 防災拠点

施設に設置さ れた単独処理浄化槽（ く み取り 槽含む） について、 整

備計画期間中に計画的に合併処理浄化槽に転換する 事業計画を 定

め実施する 事業である こ と 。  

 

＜汚水処理施設の概成に向けた浄化槽整備加速化事業の要件＞ 

 本事業は、 市町村が、 環境配慮型浄化槽（ 別に定める 要件に該当

する も の） の設置を行う も のであって、 汚水処理施設の整備に関す

る 都道府県構想を踏ま えて作成し た作成し た汚水処理施設を 概成

する ための整備内容等に係る 計画（ アク ショ ンプラ ン） の点検及び

必要な見直し 等を行い、 汚水処理施設の概成に向けて、 浄化槽整備

区域内の浄化槽処理人口普及率の増加ポイ ント ( 本事業の事業計画

期間内の年平均増加ポイ ント ) を現地域計画における 浄化槽処理人

口普及率の増加ポイ ント ( 現地域計画期間内の直近年度ま での年平

均増加ポイ ン ト ) の１ ． ５ 倍以上と する 事業計画に基づき 浄化槽整

備の加速化を行う こ と によ って、 アク ショ ンプラ ンで定めた目標を

達成する も のである こ と 。  

 なお、 本事業の実施後、 上記のアク ショ ンプラ ンで定めた目標を

達成する こ と が出来なかった市町村については、 やむを得ない場合

を除いて、 本事業を実施し たと は認めないも のと する 。 その際、 本

事業以外の事業の要件を満たす場合には、 その要件に基づく 事業を

実施し たも のと し て取り 扱う も のと する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 <前ページから の続き > 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

浄
化
槽
等 

 

浄化槽シ

ステムの

脱炭素化

推進事業 

（ 30 人槽

以上の既

設合併処

理浄化槽

に係る 機

械設備等

の改修・ 導

入事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

既設合併処理浄化槽の処

理工程における エネルギ

ー起源二酸化炭素の排出

の抑制を図る ために高効

率な機械設備等を導入す

る 事業 

 

※単独処理浄化槽や家庭

用小型合併処理浄化槽は

対象外 

 

国直 

 

補助対象

経費の

1/2 

 

※環境省

は（ 一社） 

全国浄化

槽団体連

合会を通

じ て地方

公共団体

等に間接

補助金を

交付す

る 。   

  

下水道事

業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（ 事業費

補正分

44％単位

費用算入

分 5％）  

 

 

＜補助対象事業＞ 

30 人槽以上の既設合併処理浄化槽に係る 機械設備等の改修・ 導入

事業 

 

＜補助要件＞ 

・  原則と し て、 下水道供用区域及び下水道法に基づき 策定さ れ

た予定処理区域以外の地域における 農業・ 漁業集落排水施設を

除いた、30 人槽以上の既設合併処理浄化槽に設置さ れた電動の

機械設備等の改修等である こ と 。  

・  上記要件を満たす機械設備の改修・ 導入によ って事業の対象

と なった機器のＣ Ｏ ２ 排出量を事業前から 20%以上削減でき る

こ と 。  

・  以下の①又は②若し く はその組み合わせによ る 事業である こ

と 。  

 ① ブロ ワ： 組み込ま れたモータ ーについて、 効率が I EC規格

（ 国際電気標準会議） で規定さ れる 効率ク ラ ス I E3（ プレミ

アム効率） と 同等以上のも のと なる 省エネ型ブロ ワ への更新 

 ② その他設備： ①に該当し ない設備について、 省エネ型設備

の導入（ ただし 、 一定の要件を満たすも のに限る 。 ）  

 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費等

補助金（ 浄

化槽システ

ムの脱炭素

化推進事

業） 交付要

綱 

 

浄化槽シス

テムの脱炭

素化推進事

業 実施要

領 

 

 

水大気

環境課 

 

浄化槽シ

ステムの

脱炭素化

推進事業

（ 30 人槽

以上の既

設合併処

理浄化槽

に係る 本

体交換事

業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

既設合併処理浄化槽の処

理工程における エネルギ

ー起源二酸化炭素の排出

の抑制を図る ために高効

率な機械設備等を導入す

る 事業 

 

※単独処理浄化槽や家庭

用小型合併処理浄化槽は

対象外 

 

国直 

 

補助対象

経費の

1/2 

 

※環境省

は（ 一社） 

全国浄化

槽団体連

合会を通

じ て地方

公共団体

等に間接

補助金を

交付す

る 。   

 

  

下水道事

業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（ 事業費

補正分

44％単位

費用算入

分 5％）  

 

＜補助対象事業＞ 

30 人槽以上の既設合併処理浄化槽に係る 本体交換事業 

 

＜補助要件＞ 

・  原則と し て、 下水道供用区域及び下水道法に基づき 策定さ れ

た予定処理区域以外の地域における 農業・ 漁業集落排水施設を

除いた、 30 人槽以上の既設合併処理浄化槽で、 先進的省エネ型

浄化槽への本体交換。  

・  浄化槽本体を省エネ型の最新式浄化槽に交換する こ と によ っ

て、 Ｃ Ｏ２ 排出量を 46%以上削減でき る こ と 。  

 

 

 

 

浄化槽シ

ステムの

脱炭素化

推進事業

（ 再生可

能エネル

ギー設備

（ 太陽光

発電、蓄電

池等） の導

入事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

既設合併処理浄化槽の処

理工程における エネルギ

ー起源二酸化炭素の排出

の抑制を図る ために高効

率な機械設備等を導入す

る 事業 

 

※単独処理浄化槽や家庭

用小型合併処理浄化槽は

対象外 

 

国直 

 

補助対象

経費の

1/2 

 

※環境省

は（ 一社） 

全国浄化

槽団体連

合会を通

じ て地方

公共団体

等に間接

補助金を

交付す

る 。   

  

下水道事

業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 49％

を基準財

政需要額

に算入

（ 事業費

補正分

44％単位

費用算入

分 5％）  

 

＜補助対象事業＞ 

浄化槽の所有者が機械設備等の改修・ 導入事業又は本体交換事業

と 併せて行う 再生可能エネルギー設備（ 太陽光発電、 蓄電池等） の

導入事業 

 

＜補助要件＞ 

・  浄化槽の所有者が機械設備等の改修・ 導入事業又は本体交換

事業と 併せて行う 再生可能エネルギー設備（ 太陽光発電、 蓄電

池等） の導入事業であり 、 当該再生可能エネルギー設備が、 当

該事業によ り 改修ま たは交換し た浄化槽において必要と さ れ

る 電力量を賄う 設備で、 平時及び災害時にその浄化槽で自家消

費さ れる こ と が可能なも のであり 、 固定価格買取制度( FI T) に

よ る 売電を行わないも のである と 同時に、 FI P 制度の認定を取

得し ないも のであり 、 特に太陽光発電設備等の設置や電力供給

等、実施にあたっては関係諸法令・ 基準等を遵守する と と も に、

CO2 排出量の削減に資する 事業。  
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

廃
棄
物
処
理
施
設 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（ マテリ

アルリ サ

イ ク ル推

進施設）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

マテリ アルリ サイ ク ル推

進施設の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

 

 

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

＜交付対象事業＞ 

地域計画に掲げら れた事業等 

交付対象事業の範囲は、 循環型社会形成推進交付金交付取扱要領

を参照 

 

＜交付対象団体＞ 

人口 5 万人以上又は面積 400 ㎞２ 以上の地域計画又は一般廃棄物

処理計画対象地域を 構成する 市町村及び当該市町村の委託を 受け

て一般廃棄物の処理を行う 地方公共団体と する 。  

ただし 、 離島地域、 山村地域、 半島地域、 過疎地域にある 市町村

を含む場合については人口又は面積にかかわら ず対象と する 。  

 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付要

綱 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付取

扱要領 

 

資源循

環推進

課 

 

循環型社

会形成推

進交付金

（ エネル

ギー回収

型廃棄物

処理施設）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

（ 高効率

エネルギ

ー回収に

必要な設

備及びそ

れを備え

た施設に

必要な災

害対策設

備の場合

は 1/2）  

 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

循環型社

会形成推

進交付金

（ 廃棄物

運搬中継

施設）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物運搬中継施設の新

設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

 

 

 

 

 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

循環型社

会形成推

進交付金

（ 有機性

廃棄物リ

サイ ク ル

推進施設）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

有機性廃棄物リ サイ ク ル

推進施設の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

循環型社

会形成推

進交付金

（ 最終処

分場（ 可燃

性廃棄物

の直接埋

立施設を

除く ））  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

最終処分場の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

循環型社

会形成推

進交付金

（ 最終処

分場再生

事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

最終処分場に既に埋め立

てら れている 廃棄物を減

容し 、 埋立処分量を増加

する 事業 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

循環型社

会形成推

進交付金

（ 廃棄物

処理施設

の基幹的

設備改良

事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物処理施設の一部を

改良・ 改造する 事業 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

（ し 尿処

理施設に

ついて二

酸化炭素

の量が

20％以上

削減さ れ

る も の等

の場合は

1/2）  

 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

廃
棄
物
処
理
施
設 

 

循環型社

会形成推

進交付金 

（ 漂流・ 漂

着ごみ処

理施設）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

漂流・ 漂着ごみ処理施設

の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

＜交付対象事業＞ 

地域計画に掲げら れた事業等 

交付対象事業の範囲は、 循環型社会形成推進交付金交付取扱要領

を参照 

 

＜交付対象団体＞ 

人口 5 万人以上又は面積 400 ㎞２ 以上の地域計画又は一般廃棄物

処理計画対象地域を構成する 市町村及び当該市町村の委託を受けて

一般廃棄物の処理を行う 地方公共団体と する 。  

ただし 、 離島地域、 山村地域、 半島地域、 過疎地域にある 市町村

を含む場合については人口又は面積にかかわら ず対象と する 。  

 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付要

綱 

 

循環型社会

形成推進交

付金交付取

扱要領 

 

資源循

環推進

課 

 

循環型社

会形成推

進交付金 

（ コ ミ ュ

ニティ ・ プ

ラ ント ）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

コ ミ ュ ニティ ・ プラ ント

の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

廃棄物処

理施設整

備交付金 

（ マテリ

アルリ サ

イ ク ル推

進施設）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

マテリ アルリ サイ ク ル推

進施設の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

 

 

 

 

 

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

＜交付対象事業＞ 

地域計画及び災害廃棄物処理計画に掲げら れた事業等 

交付対象事業の範囲は、 廃棄物処理施設整備交付金交付取扱要領

を参照 

 

＜交付対象団体＞ 

人口 5 万人以上又は面積 400 ㎞２ 以上の地域計画又は一般廃棄物

処理計画対象地域を構成する 市町村及び当該市町村の委託を受けて

一般廃棄物の処理を行う 地方公共団体と する 。  

ただし 、 山村地域、 半島地域及び過疎地域にある 市町村を含む場

合については人口又は面積にかかわら ず対象と する 。  

 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金交付要

綱 

 

廃棄物処理

施設整備交

付金交付取

扱要領 

 

資源循

環推進

課 

 

廃棄物処

理施設整

備交付金 

（ エネル

ギー回収

型廃棄物

処理施設） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

エネルギー回収型廃棄物

処理施設の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

（ 高効率

エネルギ

ー回収に

必要な設

備及びそ

れを備え

た施設に

必要な災

害対策設

備の場合

は 1/2）  

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

廃棄物処

理施設整

備交付金 

（ 廃棄物

運搬中継

施設）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物運搬中継施設の新

設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

廃棄物処

理施設整

備交付金 

（ 最終処

分場（ 可燃

性廃棄物

の直接埋

立施設を

除く ））  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

最終処分場の新設、 増設 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

廃棄物処

理施設整

備交付金 

（ 最終処

分場再生

事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

最終処分場に既に埋め立

てら れている 廃棄物を減

容し 、 埋立処分量を増加

する 事業 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

廃棄物処

理施設整

備交付金 

（ 廃棄物

処理施設

の基幹的

設備改良

事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物処理施設の一部を

改良・ 改造する 事業 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

（ し 尿処

理施設に

ついて二

酸化炭素

の量が

20％以上

削減さ れ

る も の等

の場合は

1/2）  

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

廃
棄
物
処
理
施
設 

 

二酸化炭

素排出抑

制対策事

業費交付

金 

（ 先進的

設備導入

推進事業） 

（ エネル

ギー回収

型廃棄物

処理施設

整備事業） 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

二酸化炭素排出抑制に資

する 廃棄物処理施設の整

備 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/3 

 

（ 高効率

エネルギ

ー回収に

必要な設

備の場合

は 1/2）  

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

 

＜交付対象事業＞ 

地域計画に掲げら れた事業等 

交付対象事業の範囲は、二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（ 先

進的設備導入推進事業） 交付取扱要領を参照 

 

＜交付対象団体＞ 

人口 5 万人以上又は面積 400 ㎞２ 以上の地域計画又は一般廃棄物

処理計画対象地域を構成する 市町村及び当該市町村の委託を受けて

一般廃棄物の処理を行う 地方公共団体と する 。  

ただし 、 離島地域、 山村地域、 半島地域及び過疎地域にある 市町

村を含む場合については人口又は面積にかかわら ず対象と する 。  

 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（ 先進

的設備導入

推進事業）

交付要綱 

 

二酸化炭素

排出抑制対

策事業費交

付金（ 先進

的設備導入

推進事業）

交付取扱要

領 

 

資源循

環推進

課 

 

二酸化炭

素排出抑

制対策事

業費交付

金 

（ 先進的

設備導入

推進事業） 

（ 廃棄物

処理施設

への先進

的設備導

入事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

廃棄物処理施設の二酸化

炭素排出抑制に資する 先

進的設備の導入 

 

国直 

 

交付基本

額の 1/2 

  

一般廃棄

物処理事

業 

<充当率> 

90％ 

（ 財対債 

15％を含

む）  

 

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入 

（ 財対債

は 50％）  

自
然
公
園
施
設 

 

国定公園

等整備事

業 

 

市
町
村 

 

国定公園等の保護と 適正

な利用を図る ために都道

府県が作成する 自然環境

整備計画に基づく 整備事

業 

 

 

国間 

 

事業に係

る 経費の

45/100 

 

 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

 

 

＜交付対象事業と なる 国定公園等整備事業＞ 

（ １ ）  国定公園において行われる 次に掲げる 施設の整備事業（ 国

定公園事業と し て実施する も のに限る 。 ） 。 詳細は「 自然環

境整備交付金交付要綱」 によ る 。  

ア 道路（ 車道）  

イ  道路（ 自転車道）  

ウ  道路（ 歩道）  

エ 橋 

オ 広場 

カ 園地 

キ 避難小屋 

ク  休憩所 

ケ 野営場 

コ  駐車場 

サ 桟橋  

シ 給水施設 

ス 排水施設  

セ 公衆便所  

ソ  博物展示施設 

タ  植生復元施設 

チ 動物繁殖施設 

ツ 砂防施設 

テ 防火施設  

ト  自然再生施設 

ナ 上記アから ト の施設に係る 付帯施設 

（ ２ ）  国定公園において行われる 生態系維持回復事業計画に基づ

く 施設の整備事業 

（ ３ ）  国指定鳥獣保護区（ 国立公園及び国定公園区域と 重複する

国指定鳥獣保護区を除く 。 ） において行われる 自然再生施設

の整備事業（ 平成 18 年度以前から の継続事業に限る 。 ）  

（ ４ ）  環境省自然環境局長の定める 長距離自然歩道整備計画（ 平

成 15 年３ 月 31 日以前に環境大臣が定めたも のを含む。 ） に

基づく 、 国立公園及び国定公園の区域外における 整備事業 

 

※ 公園事業のう ち、 道路法によ る 道路に係る 事業及び他の法律に

その執行に要する 費用に関し て別段の規定がある その他の事業に

ついては、 交付対象と し ない 

 

 

自然環境整

備交付金交

付要綱 

 

愛知県自然

公園施設整

備費補助金

交付要綱 

 

 

自然環

境課 
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